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１．事業概要　

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞

用 途 一般用 アパート用 営業用 学校用 病院用 官公署用
工業用
（小口）

工業用
（大口）

基 本 料 金 1,430円 16,000円 3,200円 16,000円 3,200円 3,200円 16,000円 80,000円

基本水量 8m3 100m3 20m3 100m3 20m3 20m3 100m3 500m3

超 過 料 金

区分① 9～30m3 101～1000m3 21～50m3 101～200m3 21～50m3 21～50m3 101～1000m3 501～5000m3

料金単価① 187円 187円 187円 187円 187円 187円 187円 154円

区分② 31m3～ 1001m3～ 51m3～ 201m3～ 51m3～ 51m3～ 1001m3～ 1001m3～

料金単価② 220円 220円 220円 220円 220円 220円 220円 132円

④ 組　織

＜職員数・職種・年齢構成等＞

61歳～

51～60歳

41～50歳

31～40歳

～30歳

合計

小国町水道事業経営戦略

事業の現況

　現在の料金体系は、基本料金と従量料金の２部制となっており、それにメーター使用料を加えて算
定している。H30.7の針生水源地の供用開始に合わせて、約10％の料金改定を実施し、現在に至る。
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団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

　山形県西置賜郡小国町

　小国町水道事業

計 画 期 間 ：

2

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

60.7 千ｍ

6人

～

管 路 延 長

0.71

供 用 開 始 年 月 日 昭和50年12月1日

水 源

　左図の水道業務担当と建設技術担当で連
携しながら、水道、簡易水道、工業用水
道、下水道を担当している。

施 設 数

策 定 日 ：

年度

□　表流水　　　　□　ダム　　　　■　伏流水　　　　□　地下水　　　　□　受水　　　　□　その他

浄水場設置数

配水池設置数

1

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 2,800

計 画 給 水 人 口 5,800

現 在 給 水 人 口 4,587

㎥／日

平成30年7月1日料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

施 設 利 用 率 47.8

うち建設技術担当

1人

1人

1人
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2人

うち水道業務担当

3人

地域整備課

建設管理室

建設技術室

建設管理担当

水道業務担当

建設技術担当



（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

２．将来の事業環境　

（１）

（２）

（３） 料金収入の見通し

　給水人口の減少と給水設備等の節水機能の向上により、今後の料金収入は右肩下がりに減少していくことが想定される。平成30
年度の針生水源地の竣工に伴い、約10％の料金改定を実施済みであるが、今後の施設老朽化への対策のための財源確保のためにも
定期的な経営状況の把握に基づいた料金改定の協議を継続していく必要がある。

これまでの主な経営健全化の取組

　水質検査、検針業務、残留塩素測定業務、量水器交換業務等については、業者委託により経費削減を進めている。また、簡易水
道事業と共同で委託実施することにより、事務作業の削減と経費削減を図っている。また、置賜管内の水道事業者にて広域化の検
討を進めている。

給水人口の予測

　別紙経営比較分析表により、類似団体と比較し、主要な指標ごとに評価を行っている。

　平成30年度の針生水源地の供用開始に伴って給水エリアを広げたこともあり、ここ数年は水需要が横ばいで推移しているが、今
後は給水人口の減少と給水設備等の節水機能の向上により有収水量が徐々に減少していくものと予想される。

水需要の予測

　給水人口は人口減少と同じく減少傾向が続いており、今後の人口増加は見込まれない。社会保障・人口問題研究所の推計による
と、小国町の推計人口は2020年の人口が2030年には約2000人減少する予測であり、給水人口も同様の割合で減少すると予想してい
る。
　給水人口を予測するにあたり、人口推移は人口問題研究所の人口予測を採用し、給水人口は過去の総人口に対する給水人口が占
める割合の平均値を採用し、予測人口に乗じて将来の給水人口を算出した。
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（４）

３．経営の基本方針　

４．投資・財政計画（収支計画）　

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

目 標 必要最小限の更新投資とし、後年度の企業債償還に備えて内部留保資金を確保する。

目 標 収納率向上及び料金改定等を検討し、安定的な財源確保に努め、持続可能な事業展開を目指す。

②　収支計画のうち財源についての説明

　町内の配水管等の老朽化が進行していることから、定期的な漏水調査を進め、全体的な漏水対策を進め、有収率の向上を目指
す。
　また、施設や配管等の老朽化が進行していることから、効率的な設備更新を進めるため、給水需要の減少に応じた施設の統廃合
や合理化も含めて、全体最適化となるような設備投資を計画的に進めていく。
　置賜地域で検討している広域化についても、参加できる案件があれば随時参加検討し、費用削減と事務効率化に努めたい。

・給水人口及び給水需要の減少に比例して料金収入も一定割合で減少するものとして作成した。
・大規模な設備更新などは最小限とし、内部留保資金の確保に努める。
・消火栓更新経費については、一般会計から繰入とした。
・財源の確保としては、更新費用等の平準化を図るため、活用が可能な事業については、水道事業債を活用するとともに、必要な
時期に料金改定を実施することを検討する

　安心で安全な給水を将来にわたり持続していくために、現在と同様に、水道業務担当及び建設技術担当と連携して、引き続き業
務を遂行していく。
　将来的には給水人口の減少や技術革新により、段階的に人員削減により人件費抑制を図っていく。

　今後、給水人口と給水収益の減少が見込まれることに加えて、針生水源地等の設備投資に係る償還金のピークに備えて、内部留
保資金の確保するため、必要最低限の維持管理と効率的な事業執行に努める。
　管路経年化率が高く推移していることから、限られた財源の中で緊急度の高いものから優先的に部分改修を進め、計画的な更新
を進める。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

・委託料に関する事項
　　必要最低限の業務を委託として効率的に発注する。
・修繕費に関する事項
　　限られた予算の中で優先度の高いものから計画的に修繕を行う。
・動力費に関する事項
　　今後も現在と同様に推移するものとした。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別紙のとおり

組織の見通し

2020年度 2030年度 2040年度 2050年度 2060年度

技術職員 5人 4人 4人 3人 3人

事務職員 4人 3人 3人 3人 3人

合　計 9人 7人 7人 6人 6人



①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項　

繰 入 金

　他市町村の水道事業の動向を注視し、活用によるメリットが見込まれる事業があれば活用
を検討していく。

　水道施設台帳システムの整備を予定しており、それに伴いマッピングシステムまで整備さ
れたところで、全体的なアセットマネジメントの策定を検討していく。
　施設・設備の長寿命化の観点から、設備の耐用年数と老朽化の状態を考慮した上で、計画
的に更新を進めていく。

　PDCAサイクルを通じて経営戦略の内容を高めるため、策定後５年を目安にその時点までの
進捗管理や経営指標等の見直し、事後検証を行うこととする。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　給水需要や施設老朽化などを勘案し、統廃合を検討していく。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　給水需要や施設老朽化などを勘案し、更新時のスペックダウンを検討していく。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組
　施設・設備の長寿命化の観点から、設備の耐用年数と老朽化の状態を考慮した上で、計画
的に更新を進めていく。

　建設改良費等の企業債借入については、将来世代の負担が大きくなりすぎないよう、経営
状況を確認しながら検討していく。

　現在と同様に、消火栓設備の更新等の費用について繰入を見込んでいる。

　置賜地区で水道事業の広域化を検討しており、参加できる取り組みがあれば、率先して採
用していく。

広 域 化

　今後の経営状況を勘案し、針生水源地等の償還が始まる令和５年度をめどに料金改定を検
討し、以降定期的な見直しを継続していく。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

　処分可能な財産については、売却等により事業財源を確保していく。

そ の 他 の 取 組 　収納率向上のため、滞納者への収納対策等の取り組みを継続していく。

企 業 債



検収調書４－１（法適用企業・収益的収支）

収支計画

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 89,310 94,750 93,803 92,865 91,936 100,884 99,875 98,876 97,887 96,909 95,940 94,981 94,031
(1) 88,612 92,446 91,522 90,607 89,701 98,671 97,684 96,707 95,740 94,783 93,835 92,897 91,968
(2) (B)
(3) 698 2,304 2,281 2,258 2,235 2,213 2,191 2,169 2,147 2,126 2,105 2,084 2,063
２． 7,126 7,102 7,068 7,068 7,068 7,068 6,688 6,446 6,353 6,178 5,823 4,867 4,826
(1)

(2) 6,994 6,994 7,058 7,058 7,058 7,058 6,678 6,436 6,343 6,168 5,813 4,857 4,816
(3) 122 98 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

(C) 96,436 101,852 100,871 99,933 99,004 107,952 106,563 105,322 104,240 103,087 101,763 99,848 98,857
１． 106,802 96,724 97,836 96,802 95,640 95,271 94,690 93,873 92,997 92,243 90,055 88,592 88,744
(1) 20,786 13,300 13,892 14,031 14,172 14,313 14,456 14,601 14,747 14,895 15,043 15,194 15,346

8,198 5,675 5,789 5,846 5,905 5,964 6,024 6,084 6,145 6,206 6,268 6,331 6,394

12,588 7,625 8,104 8,185 8,267 8,349 8,433 8,517 8,602 8,688 8,775 8,863 8,952
(2) 24,858 22,555 22,400 22,400 22,400 22,400 22,400 22,400 22,400 22,400 22,400 22,400 22,400

4,480 4,912 4,800 4,800 4,800 4,800 4,800 4,800 4,800 4,800 4,800 4,800 4,800
4,958 4,897 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500

200 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
15,220 12,746 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000

(3) 61,158 60,869 61,544 60,371 59,068 58,558 57,834 56,872 55,850 54,948 52,612 50,998 50,998
２． 10,160 10,580 10,425 10,229 10,000 9,713 9,342 8,964 8,582 8,195 7,803 7,406 7,406
(1) 10,152 10,569 10,415 10,219 9,990 9,703 9,332 8,954 8,572 8,185 7,793 7,396 7,396
(2) 8 11 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

(D) 116,962 107,304 108,261 107,031 105,640 104,984 104,032 102,837 101,579 100,438 97,858 95,998 96,150
(E) △ 20,526 △ 5,452 △ 7,390 △ 7,098 △ 6,636 2,968 2,531 2,485 2,661 2,649 3,905 3,850 2,707
(F)
(G)
(H)

△ 20,526 △ 5,452 △ 7,390 △ 7,098 △ 6,636 2,968 2,531 2,485 2,661 2,649 3,905 3,850 2,707
(I) 402,110 396,658 389,268 382,169 375,534 378,501 381,032 383,517 386,178 388,827 392,732 396,582 399,289
(J) 460,505 503,920 539,373 568,570 587,351 595,292 598,579 597,922 593,330 584,811 572,375 556,029 604,918

6,740 6,573 6,442 6,313 6,186 6,063 5,941 5,823 5,706 5,592 5,480 5,371 5,263
(K) 14,687 21,087 25,017 34,594 54,526 58,400 61,578 64,760 67,948 71,140 74,337 75,010 78,217

7,618 11,163 17,017 26,594 46,526 50,400 53,578 56,760 59,948 63,140 66,337 67,010 70,217

4,226 6,087 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 89,310 94,750 93,803 92,865 91,936 100,884 99,875 98,876 97,887 96,909 95,940 94,981 94,031

(N)

(O)

(P)

11年度
30年度

（決算）
元年度

（決算）
2年度

（決算見込）
3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費
そ の 他

経 費

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益

特 別 利 益

動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

収

益

的

収

支

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

支 払 利 息
そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

う ち 未 払 金

特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

401.0

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

412.0 408.0 375.0 382.0 388.0 395.0累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100

12年度

425.0

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

409.0 418.0） 450.0 419.0 415.0

流 動 資 産
う ち 未 収 金

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金



検収調書４－２（法適用企業・収益的収支）

収支計画

（単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

１． 54,700 17,700 9,300 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

２．

３．

４． 1,166 1,540 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

５．

６． 10,635

７．

８．

９．

(A) 65,335 18,866 10,840 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500

(B)

(C) 65,335 18,866 10,840 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500

１． 59,856 20,328 10,990 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500

２． 6,396 7,618 11,163 17,017 26,594 46,526 50,400 53,578 56,760 59,948 63,140 66,337 67,010

３．

４．

５． 330

(D) 66,252 27,946 22,483 38,517 48,094 68,026 71,900 75,078 78,260 81,448 84,640 87,837 88,510

(E) 917 9,080 11,643 17,017 26,594 46,526 50,400 53,578 56,760 59,948 63,140 66,337 67,010

１． 917 9,080 11,643 17,017 26,594 46,526 50,400 53,578 56,760 59,948 63,140 66,337 67,010

２．

３．

４．

(F) 917 9,080 11,643 17,017 26,594 46,526 50,400 53,578 56,760 59,948 63,140 66,337 67,010

(G)

(H) 1,213,991 1,224,074 1,222,211 1,225,194 1,218,600 1,192,074 1,161,674 1,128,096 1,091,336 1,051,388 1,008,248 961,911 914,901

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

5年度
30年度
（決算）

元年度
（決算）

2年度
（決算見込）

3年度 4年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

5年度 6年度 7年度

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

30年度
（決算）

元年度
（決算）

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

2年度
（決算見込）

3年度 4年度

12年度

12年度8年度 9年度 10年度 11年度

11年度

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

経営比較分析表（令和元年度決算）
山形県　小国町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

737.56 10.03 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

法適用 水道事業 末端給水事業 A9 非設置 7,399

－

- 48.73 62.81 3,762 4,587 6.92 662.86 【】

全体総括

　新水源池等完成前の平成29年度までは健全的な
経営だったが、設備投資に伴う企業債残高及び減
価償却費の増加が顕著であり、経営への影響も大
きくなっている。安定的な経営に向けて、料金回
収率や有収率の向上や経営努力によるコスト削減
に努めながら、料金改定を視野に入れて、真に必
要な設備投資に的を絞り、より効率的な経営を進
めていかねばならない。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

（収益の分析）
　経常収支比率は減価償却費の増加もあり平均値
を下回っているが、平成30年度決算よりは上向い
ている。料金回収率も前年よりも改善している
が、今後より一層の経営努力が求められる。有収
率の落ち込みも顕著であり、漏水調査と老朽配管
の計画的な更新が望まれる。

（企業債残高）
　新たな水源池及び配水池の整備により、大きく
平均値を上回っている。一連の設備投資は完了し
たものの、企業債償還に係る費用を確保するため
にも料金改定を含めた安定的な給水収益の確保に
向けた対応を要する。

（施設利用率分析）
　給水人口は減少したものの、施設利用率は継続
して平均値を上回っている。

（経営の健全化、効率性の分析）
　安定的な給水収益によって累積欠損金もなく、
安定的な経営を続けてきたところであるが、平成
28年度からの施設への設備投資の影響により給水
原価が大きく増加している。合わせて、企業債残
高も増加していることから、将来的な安定給水と
安定経営を維持するために料金改定を含め、更に
効率性の高い経営を模索していくことが求められ
る。

2. 老朽化の状況について

　管路更新よりも新水源池及び配水池の整備を優
先して実施してきたことにより、老朽化の進行し
た管路の更新が進んでおらず、管路経年化率が平
均値を大きく越えていることが大きな課題となっ
ている。今後は経営状況を踏まえて、計画的な管
路更新を実施していく予定である。

2. 老朽化の状況
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【112.01】 【1.08】 【264.97】 【266.61】

【89.80】【60.00】【168.38】【103.24】

【49.59】 【19.44】 【0.68】


